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自　2020年4月 1日
至　2021年3月31日

１．
(単位：千円）

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産受取利息 0 0 0
特定資産受取利息 150 0 150
受取入会金 730 1,012 △ 282
受取会費 66,940 64,218 2,722
事業収益 236,672 482,993 △ 246,321
受取受託金等 2,048 5,720 △ 3,672
受取負担金 0 0 0
受取寄附金 150 150 0
雑収益 7,562 5,478 2,084

経常収益計 314,252 559,571 △ 245,319
（２）経常費用

事業費 291,413 458,740 △ 167,327
管理費 30,529 43,367 △ 12,838

経常費用計 321,942 502,107 △ 180,165
　評価損益等調整前当期経常

　増減額

　評価損益等計 0 0 0
 当期経常増減額 △ 7,690 57,464 △ 65,154

　２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0
（２）経常外費用 0 0 0
経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
法人税、住民税及び事業税 140 16,000 △ 15,860

　　当期一般正味財産増減額 △ 7,830 41,464 △ 49,294
　一般正味財産期首残高 429,989 450,000 △ 20,011
　一般正味財産期末残高 422,159 491,464 △ 69,305

Ⅱ指定正味財産増減の部

　一般正味財産への振替額 △ 150 △ 150 0

　当期指定正味財産増減額 △ 150 △ 150 0

　指定正味財産期首残高 70,121 70,121 0

　指定正味財産期末残高 69,971 69,971 0

Ⅲ正味財産期末残高 492,130 561,435 △ 69,305

△ 7,690 57,464 △ 65,154

第2章　2020年度決算報告　（案）

正味財産増減計算書

科  目 当年度決算① 当年度予算② 増減①－②
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２．貸借対照表

（単位：円）

科　 　目 当年度① 前年度② 増減①－②

Ⅰ 資産の部
1．流動資産

　現金預金 331,656,628 334,331,807 △ 2,675,179
　現金預金（分科会） 20,813,342 19,351,513 1,461,829
　現金預金（懇話会） 2,336,194 2,676,007 △ 339,813
　未収入金 7,376,994 7,490,074 △ 113,080
　棚卸資産 1,283,842 1,529,715 △ 245,873
　前払費用 965,008 5,275,570 △ 4,310,562
　未収消費税等 1,389,300 684,200 705,100

　　流動資産合計 365,821,308 371,338,886 △ 5,517,578
2．固定資産

（1）基本財産
基本財産合計 0 0 0

（2）特定資産
　退職給与積立基金 7,462,105 6,203,651 1,258,454
　国際交流事業支援積立基金 14,700,205 14,700,205 0
　事務所整備積立基金 48,737,371 48,762,247 △ 24,876
　50周年記念事業積立基金 11,999,685 11,999,685 0
　細川明彦・佐知子基金 70,469,384 70,664,238 △ 194,854

　特定資産合計 153,368,750 152,330,026 1,038,724
（3）その他固定資産

　備品 630,059 281,304 348,755
　建物付属設備 179,498 323,786 △ 144,288
　電話加入権 298,452 298,452 0
　保証金・敷金 13,069,750 13,069,750 0

　その他固定資産合計 14,177,759 13,973,292 204,467
　　固定資産合計 167,546,509 166,303,318 1,243,191
資産合計 533,367,817 537,642,204 △ 4,274,387

Ⅱ 負債の部
1．流動負債

　未払金 8,759,986 6,258,991 2,500,995
　前受金 21,937,000 21,880,500 56,500
　仮受金 0 184,000 △ 184,000

　　流動負債合計 30,696,986 28,323,491 2,373,495
2．固定負債

　退職給付引当金 10,540,317 9,207,939 1,332,378
　　固定負債合計 10,540,317 9,207,939 1,332,378
負債合計 41,237,303 37,531,430 3,705,873

Ⅲ 正味財産の部
1．指定正味財産

指定正味財産合計 69,971,588 70,121,588 △ 150,000
2．一般正味財産
　　一般正味財産合計 422,158,926 429,989,186 △ 7,830,260
正味財産合計 492,130,514 500,110,774 △ 7,980,260

負債及び正味財産合計 533,367,817 537,642,204 △ 4,274,387

2021年3月31日現在
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3.財産目録
2021年3月 31 日現在

科 目

I 資産の部
1.流動資産

1.現金・預金
現金 （京都本部）

普通預金 （三井住友、 みずほ、 りそな）

定期預金 （三井住友）
振替貯金

現金・預金 (21 ー分科会）
現金・預金（4-技術交流懇話会）

2. 未収入金（未収消費税等含む）
3.棚卸資産
4. 前払費用

流動資産合計
2.固定資産 j 

(1)基本財産
基本財産合計

(2) 特定資産
退職給与積立基金

国際交流事業支援積立基金
事務所整備積立基金
創立50周年記念事業積立基金
細川明彦・佐知子基金（指定正味財産）

特定資産合計
(3)その他固定資産

備品（協会本部）
備品（東京事務所）
建物付属設備
電話加入権（協会本部）
電話加入権（東京事務所）
保証金・敷金（協会本部）
保証金・敷金（東京事務所）

その他固定資産合計
固定資産合計

資 産 合 計

II 負債の部 ；， 

1.流動負債
1.未払金
2. 前受金
流動負債合計

2.固定負債
1.退職給付引当金
固定負債合計
負債合計
正味財産
上記のとおり報告いたします。

2021年5月 25日

上記のとおり相違ないことを認めます。

（単位：円）
金 額

294,617 
Joa161,412 

1aooaooo 
20,600,539 
20,813,342 

2,336,194 
8,766,294 
1,283,842 

965,008 
365,821,308 

゜

7,462,105 
14,1oa2os 
48,731,371 
11,999,685 
70,469,384 

153,368,750 

21a978 
419,081 
179,498 
149,968 
148,484 

1ao69,1so 
3,000,000 

14,177,759 
161,546,509 

533,361,817 

8,759,986 
21,931,000 

3a696,986 

1a54a311 
1a54a317 

41,231,303 
492130.514 

一般社団法人日本粉体工業技術協会

代表理事会長 山田 幸良

一般社団法人日本粉体工業技術協会

\\ ，

、-999 
ヅ』》1. ［ } 

監事 新井英植忍B

監事 渡部尚 ⑦ 
監事 棚橋純一

妙
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４．財務諸表に対する注記事項

1、継続事業の前提に関する注記　　なし

2、重要な会計方針
①棚卸資産の評価基準および評価方法
　棚卸資産・・・・・・・実地棚卸と帳簿棚卸との併用
②固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産・・・・・・・定率法（旧定率法含む）による。
　無形固定資産・・・・・・・定額法による。
③引当金の計上基準
　退職給付引当金・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、会計年度末に発生していると認められる額を計上している。
　引当金の明細は、次の通りである。 （単位：円）

目的使用 その他
退職給付引当金 9,207,939 3,078,212 1,745,834 10,540,317

④消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3、重要な会計方針の変更　　　　　　　なし

基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次の通りである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0
0 0 0 0

6,203,651 3,004,288 1,745,834 7,462,105
14,700,205 0 0 14,700,205
11,999,685 0 0 11,999,685

　事務所拡充積立基金 48,762,247 40,937,000 40,961,876 48,737,371
70,664,238 60,062,193 60,257,047 70,469,384
152,330,026 104,003,481 102,964,757 153,368,750
152,330,026 104,003,481 102,964,757 153,368,750

5、基本財産および特定資産の財源等の内訳 
（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当）

（うち一般正味財
産からの充当）

（うち負債に対す
る額）

0 (0) (0) -

0 (0) (0) -

7,462,105 (0) (7,462,105) -
14,700,205 (0) (14,700,205) -
11,999,685 (0) (11,999,685) -

　事務所拡充積立基金 48,737,371 (0) (48,737,371) -
70,469,384 (0) (70,469,384) -

153,368,750 (0) (153,368,750) 0
153,368,750 (0) (153,368,750) 0

6、担保にしている資産　 なし

7、固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高
 （単位：円）

期首残高 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

323,786 1,687,637 1,508,139 179,498
281,304 3,558,744 2,928,685 630,059
605,090 5,246,381 4,436,824 809,557

8、債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高および当該債権の当期末残高 なし

9、保証債務等の偶発債務　 なし

10、満期保有目的の債権の内訳並びに 債券の内訳 東電ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ 三井住友FG 三井住友ﾄﾗｽﾄ
帳簿価額 50,912,124 20,059,426 30,000,000

3月末評価額 50,650,000 20,000,000 30,099,000

11、受託金等の内訳並びに交付者、当期の増減額および残高

受託金等の内訳並びに交付者、当期の増減額および残高は、次の通りである。

受託金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
乾式ろ過集じんの性能評価に関す
る国際標準化

㈱野村総合研究所 0 1,248,760 1,248,760 0

微粒子計測に関する国際標準化 ㈱三菱総合研究所 0 459,590 0 459,590

JIS原案作成委員会運営費 (一財)日本規格協会 0 340,000 340,000 0

0 2,048,350 1,588,760 459,590

合計

 （単位：円）

合　 　計

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次の通りである。

科　 　目

建物付属設備
什器備品

合計

　帳簿価額および期末評価額

　国際交流事業支援積立基金
　創立50周年記念事業積立基金

　細川明彦・佐知子基金（指定正味財産）

小計

　退職給与積立基金

　創立50周年記念事業積立基金

　細川明彦・佐知子基金(指定正味財産）
小計

合計

基本財産および特定資産の財源の内訳は、次の通りである。

科　 　目

基本財産

小計

特定資産

当期末残高

4、基本財産および特定資産の増減額およびその残高 

　国際交流事業支援積立基金

科　 　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

科　 　目

基本財産
小計

特定資産

　退職給与積立基金
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12、指定正味財産から一般正味財産への振替額

金額

150,000

150,000

13、関連当事者との取引の内容 なし

14、重要な後発事象 なし

15、その他

1) 未収入金の内訳 ㈱東広　他3社 182,160 　(広告料｢粉体技術｣)

原工具㈱　他43社 6,572,156 　(標準粉体売掛金)

㈱三菱総合研究所 459,590 　(受託金)

Ｃｒｅｄｉｔ決済　他 44,314 　(ﾈｯﾄ販売ｸﾚｼﾞｯﾄ決済 他)

債券利息 118,774 　(東電ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ 他2銘柄)

未収消費税等 1,389,300 　(中間納付分還付)

合計 8,766,294

2) 前払費用の内訳 ㈱ｷｮｰﾄﾋﾞﾙ 759,551 　(家賃・共益費協会負担分)

㈱種苗会館 79,381 　(東京事務所更新料)

ｷﾝｺｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 84,700 　(入門ｾﾐﾅｰⅠ～Ⅲ　ﾁﾗｼ印刷代)

富士ｾﾞﾛｯｸｽ京都 11,376 　(経理用ﾌﾟﾘﾝﾀｰ保守料金1年分)

ﾜｰﾙﾄﾞｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｴｰｼﾞｪﾝｼｰ㈱ 30,000 　(現金運送保険料)

合計 965,008

3） 未払金の内訳 ﾎｿｶﾜﾐｸﾛﾝ㈱ 8,566,514 　(標準粉体仕入代金)

太平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 8,800 　(東京事務所清掃代)

富士ｾﾞﾛｯｸｽ京都㈱ 9,810 　(ｺﾋﾟｰ用紙代)

ﾔﾏﾄ運輸㈱ 32,789 　(宅急便代)

㈱ｵﾌｨｽｾﾌﾞﾝﾏｴﾀﾞ/ｱｽｸﾙ 2,073 　(事務用品代他)

東京都 70,000 　(2020年度確定都民税)

京都府 20,000 　(2020年度確定府民税)

京都市 50,000 　(2020年度確定市民税)

合計 8,759,986

4） 前受金の内訳 ㈱Y.E.I　他 21,420,000 　(2021年度法人会費　119社)

ﾏｼﾞｪﾘｶ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 100,000 　(入会金)

東海ｶｰﾎﾞﾝ㈱　他 54,000 　(第70回専門講座参加費)

粒子加工技術分科会 3,000 　(2021年度分科会参加費)

ﾜｰﾙﾄﾞｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｴｰｼﾞｪﾝｼｰ㈱　他 360,000 　(2021年度賛助会員　2社)

合計 21,937,000

５．附属明細書

　１．特定資産の明細

　　「公益法人会計基準」の運用指針に定める附属明細書の記載上の留意事項に従い、

　財務諸表の注記4および5に記載しているため、内容の記載を省略する。

　２．引当金の明細

　　「公益法人会計基準」の運用指針に定める附属明細書の記載上の留意事項に従い、

　財務諸表の注記2④に記載しているため、内容の記載を省略する。

内容

　経常収益への振替額

　総会費計上による振替額

合計
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6監査報告

一般社団法人日本粉体工業技術協会，
代表理事会長山田幸良殿

監 査 報 告 書

下記3名は、一般社団法人日本粉体工業技術協会の2020年4月1日から2021年3月31日までの
2020年度における業務および財産の状況について、法令および定款に基づき監査を行いましたので、
次のとおり報告いたします。

1.監査方法の概要
1) 会計監査については、専務理事および関係者から報告を受け、当該期間中の帳簿、伝票、その他

関係書類を閲覧、調査しました。

2) 業務監査については、理事会およびその他の会議に出席し、理事から業務の報告を聴取し、
関係書類の閲覧など必要と認められる監査手続きを用いて、理事の業務執行の妥当性を検討
しました。

2.監査意見
1) 当該期間中の帳簿、伝票、その他関係書類は、いずれも正確に記録処理されていたものと認め

ました。また、これらの帳簿から作成された正味財産増減計算書、貸借対照表および附属明細書
は、当該期間中の損益状況、期末の財産有高を適性に表示しているものと認めました。

2) 事業報告の内容は、事実に従い、一般社団法人日本粉体工業技術協会の状況を正しく示してい
るものと認めます。また、理事の業務執行に関する不正の行為、または法令もしくは定款に違反
する重大な事実はないと認めます。

以上

2021年5月25日

一般社団法人日本粉体工業技術協会

ぷ否

監事 新井英植門りり

監事渡部尚 参

遷
監事棚橋純 一

色芯）
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（内部管理資料）

7-1.2020年度収支決算 （キャッシュフローベース）

自 2020年4月1日　至 2021年3月31日 （単位：千円） 管理費配賦前

当年度
収入決算

①

当年度
支出決算

②

決算
収支差
①-②

当年度
収入予算

③

当年度
支出予算

④

予算
収支差
③-④

備考

Ⅰ事業活動収支の部

1．事業活動 実施事業会計会合費含む

分科会事業 1,469 2,897 △ 1,428 15,055 27,004 △ 11,949 20%振替分含む

分科会運営委員会 0 837 △ 837 0 1,225 △ 1,225

技術委員会 67 496 △ 429 150 2,006 △ 1,856

組織強化委員会 0 18 △ 18 0 252 △ 252

総務委員会 0 2,503 △ 2,503 0 2,174 △ 2,174 20%振替分含む

「粉体技術」編集委員会 10,909 20,241 △ 9,332 12,200 22,949 △ 10,749

「粉体技術総覧」発行 16,869 11,824 5,045 18,000 12,665 5,335

産学技術交流推進部門 45 534 △ 489 125 1,120 △ 995

50周年記念行事実行委員会 0 635 △ 635 0 454 △ 454

教育部門 9,041 9,698 △ 657 20,904 19,299 1,605

標準粉体委員会 0 120 △ 120 0 1,310 △ 1,310

規格委員会（規格） 0 39 △ 39 1,000 1,778 △ 778

粉じん爆発委員会 428 604 △ 176 458 1,424 △ 966

規格委員会（ISO) 250 1,000 △ 6,060

　　　〃　　（ISO受託事業) 1,708 5,200 5,200

規格委員会（JIS） 0 0 △ 827

　　　〃　　（JIS受託事業） 340 520 520

海外交流委員会 400 1,157 △ 757 910 4,751 △ 3,841 20%振替分含む

粉体工業展委員会 0 355 △ 355 0 2,010 △ 2,010

東京粉体工業展委員会 113,313 94,862 18,451 312,958 180,289 132,669 細川基金寄附金除く

大阪粉体工業展委員会 0 1,151 △ 1,151 0 2,170 △ 2,170

製造事業部門 83,297 60,900 22,397 98,000 70,000 28,000

技術情報交流懇話会 539 2,282 △ 1,743 6,000 9,500 △ 3,500

定例会合 0 1,249 △ 1,249 - - -

推薦審査委員会 0 429 △ 429 0 515 △ 515

人材育成委員会 46 54 △ 8 360 1,442 △ 1,082

238,721 214,801 23,920 492,840 372,224 120,616

（A) （A)

7,060

827

1,654

262

304

78

事　業　活　動　合　計

科目
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（内部管理資料）

7-2.2020年度収支決算 （キャッシュフローベース）

自 2020年4月1日　至 2021年3月31日 （単位：千円） 管理費配賦前

当年度決算① 当年度予算② 差異①-② 備考

Ⅱ管理部門収支の部
1.管理部門収入

特定資産受取利息 150 0 150
特定資産運用益 0 0 0
入会金収入 730 1,012 △ 282
会費収入 66,940 64,218 2,722
　　　　法人会員会費収入 58,035 56,340 1,695
　　　　個人会員会費収入 1,170 1,368 △ 198
　　　　賛助会員会費収入 1,260 1,260 0
　　　　特別協賛会費収入 6,475 5,250 1,225
寄附金収入 0 0 0
雑収入 7,561 1,501 6,060
  　　　受取利息収入 1 1 0
  　　　資料代収入 123 200 △ 77
  　　　その他雑収入 7,437 1,300 6,137

75,381 66,731 8,650
2.管理部門支出

事務局費支出 103,752 132,901 △ 29,149 ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(退引、減費含まず)

　　　　給与手当支出 46,309 50,737 △ 4,428
　　　　退職金支出 0 0 0
　　　　福利費支出 1,236 1,800 △ 564
　　　　法定福利費支出 7,394 8,575 △ 1,181
　　　　賃貸料支出 17,481 19,000 △ 1,519
　　　　水道光熱費支出 821 900 △ 79
　　　　備品費支出 1,725 1,700 25
　　　　リース料支出 1,414 1,800 △ 386
　　　　消耗品費支出 782 1,760 △ 978
　　　　調査資料費支出 57 50 7
　　　　通信・運搬費支出 922 1,400 △ 478
　　　　通勤交通費支出 2,113 3,881 △ 1,768
　　　　旅費交通費支出 462 1,500 △ 1,038
　　　　支払手数料支出 2,125 3,000 △ 875
　　　　修繕費支出 448 700 △ 252
　　　　会合費支出 210 2,300 △ 2,090 実施事業分除く

　　　　雑費支出 2,889 2,500 389
　　　　総会費支出 1,494 4,000 △ 2,506
　　　　会議費支出 4,328 6,000 △ 1,672 20%振替分含む

　　　　雑費等支出 7,520 7,500 20
　　　　公租公課支出 4,022 8,010 △ 3,988
他事業活動支出 1,746 0 1,746 退引取崩額

法人税等支払額 140 16,000 △ 15,860
105,638 143,113 △ 37,475

△ 30,257 △ 76,382 46,125
Ⅲ投資活動収支の部

1．投資活動収入
特定資産取崩収入
　　細川明彦・佐知子基金取崩収入 30,257 150 30,107
　　退職給与積立基金取崩収入 1,746 1,900 △ 154
　　事務所整備積立基金取崩収入 40,961 0 40,961
　　国際交流事業支援積立基金取崩収入 0 0 0

72,964 2,050 70,914
2．投資活動支出

固定資産取得支出 0 0 0
特定資産繰入支出 74,518 2,700 71,818
　　細川明彦・佐知子基金へ利息預入支出 30,061 0 30,061
　　退職給与積立基金支出 3,004 2,700 304
　　事務所整備積立基金取得支出 40,937 0 40,937
　 その他固定資産取得支出 516 0 516

74,518 2,700 71,818
△ 1,554 △ 650 △ 904

0 0 0

0 0 0
0 0 0

△ 7,891 43,584 △ 51,475
343,015 360,000 △ 16,985
335,124 403,584 △ 68,460

　　　　　　財　務　活　動　支　出　計
財　務　活　動　収　支　差　額　（D）

当　期　収　支　差　額　（A）+（B）+（C）+（D）
前　期　繰　越　収　支　差　額
次　期　繰　越　収　支　差　額

2．財務活動支出

科目

管　理　部　門　収　入　計

管　理　部　門　支　出　計
管　理　部　門　収　支　差　額　（B）

投　資　活　動　収　入　計

投　資　活　動　支　出　計
投　資　活　動　収　支　差　額　（C）

Ⅳ財務活動収支の部
１．財務活動収入

　　　　　　財　務　活　動　収　入　計
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（キャッシュフローベース）

(単位：千円）

Ⅰ 事業活動収支の部

1．事業活動収入
① 特定資産利息収入 150 0 150
② 特定資産運用益収入 0 0 0
③ 入会金収入 730 2,212 △ 1,482
④ 会費収入 66,940 66,647 293
⑤ 事業収入 236,673 322,566 △ 85,893
⑥ 受託金等収入 2,048 7,220 △ 5,172
⑦ 寄附金収入 0 0 0
⑧ 雑収入 7,561 1,591 5,970
⑨ 他会計からの繰入金収入 0 0 0
事業活動収入計 314,102 400,236 △ 86,134

0
① 事業費支出 214,874 265,529 △ 50,655
② 管理費支出 105,425 132,699 △ 27,274
③ 寄附金支出 0 0 0
④ 他会計への繰入金支出 0 0 0
事業活動支出計 320,299 398,228 △ 77,929
法人税等支払額 140 140 0

事業活動収支差額 △ 6,337 1,868 △ 8,205
Ⅱ 投資活動収支の部

① 特定資産取崩収入 72,964 4,939 68,025
② 固定資産売却収入 0 0 0

72,964 4,939 68,025

① 固定資産取得支出 516 0 516
② 特定資産繰入支出 74,002 6,646 67,356

74,518 6,646 67,872
投資活動収支差額 △ 1,554 △ 1,707 153

Ⅲ 財務活動収支の部

0 0 0

0 0 0
財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ 予備費 0 0 0
△ 7,891 161 △ 8,052
343,015 342,854 161

次期繰越収支差額 335,124 343,015 △ 7,891

財務活動収入計
2．財務活動支出

財務活動支出計

当期収支差額

前期繰越収支差額

　差異①－②

1．財務活動収入

(内部管理資料）

８．比較収支計算書（2020年度収支／2019年度収支）

科　　　　目 2020年度決算① 2019年度決算①

2．事業活動支出

1．投資活動収入

投資活動収入計
2．投資活動支出

投資活動支出計
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